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3. JALグループにおける安全管理と信頼性管理

(1)御巣鷹山事故と事故後の対策

(2)安全管理規程

(3)義務報告・安全報告書
（https://www.jal.com/ja/flight/report/pdf/index_014.pdf）

(4)リスクマネジメント

(5)信頼性管理プログラム

(6)航空機メーカーとの連携

https://www.jal.com/ja/flight/report/pdf/index_014.pdf
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3. (1) 御巣鷹山事故と事故後の対策

1985年8月12日
ボーイング747SR型機 JA8119が墜落
乗員、乗客520名が死亡、生存者4名
単独航空機の事故としては航空史上最悪
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3. (1) 御巣鷹山事故と事故後の対策

運輸省航空事故調査委員会
航空事故調査報告書

1987年6月19日発行
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3. (1) 御巣鷹山事故と事故後の対策

JAL123便JA8119号機は、1985年8月12日、乗客509名、乗員15名が搭乗して、18時12分大阪
（伊丹）空港に向け羽田空港を離陸しました。

巡航高度24,000フィート（7,315メートル）に到達する直前、伊豆半島東岸に差しかかる18時24分
35秒、同機に「ドーン」という音と共に飛行の継続に重大な影響を及ぼす異常事態が発生しました。
機体後部圧力隔壁が破壊して、客室内与圧空気が機体尾部に噴出し、APU（補助動力装置）及び機
体後部を脱落させ、垂直尾翼の相当部分を破壊し、それに伴い動翼を動かす油圧装置が全て不作動となり
ました。

以後、同機は激しい上下・蛇行運動を繰り返しながら約32分間飛行を続けましたが、18時56分頃群馬県
多野郡上野村の山中（標高1,565メートル、御巣鷹山南方の尾根）に墜落しました。

本事故の原因は、同機が事故の7年前（1978年）大阪空港着陸時に起こした尾部接触事故の修理に
際し、ボーイング社により行なわれた後部圧力隔壁の上下接続作業の不具合にあり、7年間の飛行でその部
分に多数の微小疲労亀裂が発生、次第に伸長し、この飛行で隔壁前後の差圧が大きくなった時点で亀裂同
士が繋がり一気に破壊が進み、2ないし3平方メートルの開口部ができたものと推定されています。
（運輸省航空事故調査報告書要約）
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3. (1) 御巣鷹山事故と事故後の対策

後部圧力隔壁が損壊し

尾部胴体・垂直尾翼・
操縦系統の損壊が生じ

飛行性の低下と主操縦
機能の喪失をきたしたため
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3. (1) 御巣鷹山事故と事故後の対策
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3. (1) 御巣鷹山事故と事故後の対策

1978年(昭和53年)6月2日
大阪国際空港(伊丹)着陸時に
後部胴体下部を滑走路に接触。
機体を中破。

お客さま
2名重傷、
23名軽傷。
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3. (1) 御巣鷹山事故と事故後の対策
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3. (1) 御巣鷹山事故と事故後の対策
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3. (1) 御巣鷹山事故と事故後の対策

運輸省航空事故調査委員会
航空事故調査報告書より

後方から見た図
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3. (1) 御巣鷹山事故と事故後の対策

1.機材改修
① 垂直尾翼点検孔にふた
② 自動遮断弁（作動油）の取り付け
③ 油圧システムの配管変更
④ 後部圧力隔壁の強化

2.整備プログラムの強化
① 747機体構造再点検の実施
② 747SR特別検査プログラムの設定
③ 長期監視プログラムの設定
④ 後部圧力隔壁検査プログラムの変更

3.安全への体制強化
① 航空安全推進委員会の設置
② 技術総本部の設定

＜事故後に取った対策＞

3.安全への体制強化（続）
③ 米州技術・品質保証部の設置
④ 技術研究所の設置
⑤ 機付整備士制度の導入
⑥ 品質保証体制の強化
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3. (2) 安全管理規程

（輸送の安全性の向上）別冊資料「第七章」p.2
第百三条 本邦航空運送事業者は、輸送の安全の確保が最も重要であることを自覚し、
絶えず輸送の安全性の向上に努めなければならない。

（安全管理規程等）別冊資料「第七章」p.2
第百三条の二 本邦航空運送事業者（その事業の規模が国土交通省令で定める規模
未満であるものを除く。以下この条において同じ。）は、安全管理規程を定め、国土交通
省令で定めるところにより、国土交通大臣に届け出なければならない。これを変更しようと
するときも、同様とする。
２ 安全管理規程は、輸送の安全を確保するために本邦航空運送事業者が遵守すべき
次に掲げる事項に関し、国土交通省令で定めるところにより、必要な内容を定めたもので
なければならない。
一 輸送の安全を確保するための事業の運営の方針に関する事項
二 輸送の安全を確保するための事業の実施及びその管理の体制に関する事項
三 輸送の安全を確保するための事業の実施及びその管理の方法に関する事項
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3. (2) 安全管理規程

四 安全統括管理者（本邦航空運送事業者が、前三号に掲げる事項に関する業務を統括管
理させるため、事業運営上の重要な決定に参画する管理的地位にあり、かつ、航空運送事業
に関する一定の実務の経験その他の国土交通省令で定める要件を備える者のうちから選任す
る者をいう。以下同じ。）の選任に関する事項
３ 国土交通大臣は、安全管理規程が前項の規定に適合しないと認めるときは、当該本邦航
空運送事業者に対し、これを変更すべきことを命ずることができる。
４ 本邦航空運送事業者は、安全統括管理者を選任しなければならない。
５ 本邦航空運送事業者は、安全統括管理者を選任し、又は解任したときは、国土交通省令
で定めるところにより、遅滞なく、その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。
６ 本邦航空運送事業者は、輸送の安全の確保に関し、安全統括管理者のその職務を行う
上での意見を尊重しなければならない。
７ 国土交通大臣は、安全統括管理者がその職務を怠った場合であつて、当該安全統括管
理者が引き続きその職務を行うことが輸送の安全の確保に著しく支障を及ぼすおそれがあると
認めるときは、本邦航空運送事業者に対し、当該安全統括管理者を解任すべきことを命ずるこ
とができる。
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3. (2) 安全管理規程

四 安全統括管理者（本邦航空運送事業者が、前三号に掲げる事項に関する業務を統括管
理させるため、事業運営上の重要な決定に参画する管理的地位にあり、かつ、航空運送事業
に関する一定の実務の経験その他の国土交通省令で定める要件を備える者のうちから選任す
る者をいう。以下同じ。）の選任に関する事項
３ 国土交通大臣は、安全管理規程が前項の規定に適合しないと認めるときは、当該本邦航
空運送事業者に対し、これを変更すべきことを命ずることができる。
４ 本邦航空運送事業者は、安全統括管理者を選任しなければならない。
５ 本邦航空運送事業者は、安全統括管理者を選任し、又は解任したときは、国土交通省令
で定めるところにより、遅滞なく、その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。
６ 本邦航空運送事業者は、輸送の安全の確保に関し、安全統括管理者のその職務を行う
上での意見を尊重しなければならない。
７ 国土交通大臣は、安全統括管理者がその職務を怠った場合であつて、当該安全統括管
理者が引き続きその職務を行うことが輸送の安全の確保に著しく支障を及ぼすおそれがあると
認めるときは、本邦航空運送事業者に対し、当該安全統括管理者を解任すべきことを命ずるこ
とができる。
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3. (2) 安全管理規程
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3. (3) 義務報告・安全報告書

https://www.mlit.go.jp/koku/content/001355724.pdf

別冊資料「第七章」p.6
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3. (3) 義務報告・安全報告書
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3. (3) 義務報告・安全報告書
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3. (3) 義務報告・安全報告書

https://www.jal.com/ja/flight/report/

別冊資料「第七章」p.6
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3. (3) 義務報告・安全報告書

別冊資料「第七章」p.7
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3. (3) 義務報告・安全報告書

別冊資料「第七章」p.7～p.8
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3. (4) リスクマネジメント

特定されたハザードに対し、下表の「結果の重大度についての区分」を用い、重要度の５段階の点数付けを
行うとともに、「予測される発生頻度（被害の発生確率）の推定」を用い同様に5段階の点数付けを行う。
これら２つの点数を乗じた結果に基づき、リスク評価マトリックスによりリスクレベルの評価を行う。
なお、CAT IおよびCAT II落下物は当社として受容不能であるため、リスク評価マトリックスによりリスクレ
ベルが2と評価された場合は、3へ格上げを行う。

 

  重大度(Severity) 

危険 

(8 ポイント) 

重大 

(5 ポイント) 

中程度 

(3 ポイント) 

軽度 

(2 ポイント) 

軽微 

(1 ポイント) 

予
測
さ
れ
る
発
生
頻
度

(P
ro

b
a
b
ility) 

極めて多い 

(5 ポイント) 40 25 15 10 5 

多い 

(4 ポイント) 32 20 12 8 4 

時々発生 

(3 ポイント) 24 15 9 6 3 

少ない 

(2 ポイント) 16 10 6(*) 4 2 

まれ 

(1 ポイント) 8 5(*) 3(*) 2 1 
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3. (4) リスクマネジメント



73

3. (5) 信頼性管理プログラム
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3. (5) 信頼性管理プログラム

当社の信頼性管理体系は次のMonitoring Programから構成されている。

(1) Event Monitoring Program 
日常の運航中、整備中（機体、部品）において発生する不具合を対象とするプログラム

(2) Trend Monitoring Program
ATA System毎の不具合および装備品の取卸し状況について、統計データを基に定量
的手法を主体として長期的に故障傾向を監視するプログラム

(3) Specific Monitoring Program
運航の重要性、故障傾向および機体の特性等の観点から特定の対象を定め、その対象
について監視するプログラム

(4) Aircraft Total Performance Monitoring
航空機材の運用に伴う耐空性(運航阻害発生率、Engine In-flight Shutdown発
生率)、定時性、快適性等に係る総合的な機材品質を監視するプログラム
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3. (5) 信頼性管理プログラム

Event Monitoring
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3. (5) 信頼性管理プログラム
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3. (5) 信頼性管理プログラム
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3. (6) 航空機メーカーとの協業
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3. (6) 航空機メーカーとの協業
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3. (6) 航空機メーカーとの協業
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3. (6) 航空機メーカーとの協業
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3. (6) 航空機メーカーとの協業
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4. 落下物防止の取り組み

(1)国による取り組み

(2)JALECの取り組み
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4. (1) 国による取り組み

羽田空港機能強化に伴う飛行経路の変更
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4. (1) 国による取り組み
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4. (1) 国による取り組み
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4. (1) 国による取り組み
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4. (1) 国による取り組み
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4. (2) JALECの取り組み
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4. (2) JALECの取り組み
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4. (2) JALECの取り組み
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4. (2) JALECの取り組み


